
令和６年度京都市子育て支援団体応援助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、令和６年度京都市はぐくみ未来応援事業「地域の子育て支援応援型」

実施要綱（以下「実施要綱」という。）第５条に基づき、子育て支援団体応援助成金（以

下「助成金」という。）を交付するにあたり、京都市補助金等の交付等に関する条例（以

下「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱で使用する用語は、実施要綱に定めるもののほか、次のとおりとする。 

(1) 助成対象団体 実施要綱第５条に基づく助成上限額の通知の交付を受けた子育て支

援団体 

(2) 助成上限額 実施要綱第５条第２項により通知された額 

 

（助成金の額） 

第３条 助成金の額は、助成上限額と助成を希望する取組に要した費用のうちいずれか小

さい方とする。ただし、実施要綱第５条第４項に基づく申請があったときは、助成上限額

に前年度に当該子育て支援団体のために寄付された寄付のうちの 100 分の 89 の額（千円

未満切り捨て）を加算することができる。 

 

（助成の対象経費） 

第４条 助成の対象は、４月１日から翌年２月末日までの期間に子育て支援団体が実施し

た、地域の子育てを支援する特色ある取組等に要する経費とする。ただし、次の経費につ

いては、公的な資金の用途として不適切であるため対象外とする。 

(1) 寄付を募集した目的に合致しない経費 

(2) 経理書類が用意できない経費 

(3) 主として法人内部のための経費（法定福利費、公租公課費、弁護士費用等、会費等） 

(4) 金券など金銭と類似の性質をもつものの購入経費 

(5) 手数料 

(6) 別の補助金等の交付根拠となっている経費 

(7) その他公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

 

（交付申請兼実績報告） 

第５条 助成対象団体は、助成を受けようとするときは、条例第９条の規定により、助成上

限額の通知後、最初に到来する３月１日（閉庁日の場合は前閉庁日）までに、次に掲げる



内容について、助成金活用明細、領収書、振込明細書の写し等、助成対象経費が確認でき

る資料を添えて申請しなければならない。 

(1) 申請者の名称及び代表者名並びに主たる事務所の所在地 

(2) 助成申請する取組の内容及び実施期間 

(3) 助成申請する取組に要した費用の総額及び助成金交付申請額 

(4) 助成申請する取組に関する収支実績内訳 

(5) 助成金の活用による効果 

２ 市長は、前項の規定に基づく交付申請があったときは、助成目的及び内容が適切である

か否か、助成金を交付することが適切であるか否かを審査のうえ、原則として３０日以内

に条例第１０条各項に基づき交付又は不交付及び交付額を決定し、速やかに当該申請者

に書面により通知するものとする。 

 

（助成金の交付） 

第６条 前条による助成金の交付決定の通知を受けた団体が、助成金の交付を受けようと

するときは、助成金の交付を、当該通知後最初に到来する３月末日までに市長に請求しな

ければならない。 

２ 市長は、第１項に規定する助成金の交付請求に基づき、助成金を交付するものとする。 

 

（関係書類の整備） 

第７条 申請者は、支出内容及び金額を明らかにした帳簿を備え、当該支出について証拠書

類を整備し、当該帳簿及び証拠書類を助成事業完了後５年間保管しておかなければなら

ない。 

 

(報告、検査及び指示) 

第８条 市長は、必要があると認めたときは、申請者に対して、助成金の執行状況等につい

て報告を求め、検査し、又は指示することができる。 

２ 前項の報告の要求等は、助成事業年度が終了した後も行うことができるものとする。 

 

（補則） 

第９条 この要綱において別に定めることとされている事項及びこの要綱の施行に関し必

要な事項は、子ども若者はぐくみ局長が定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年５月２８日から施行する。 


